
中央新幹線（東京都・名古屋市間）の 
事業間調整等について 

東海旅客鉄道株式会社 
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  ３．環境影響評価の概要 
   



  １．計画の概要 

  （１）中央新幹線の現状 

  

   



全国新幹線鉄道整備法に基づき計画を推進 
１（１）中央新幹線の現状 

中央新幹線

地形・地質等調査報告

東京都・大阪市間の地形・地質等調査を実施
（昭和49年～甲府市附近・名古屋市附近間の調査）調査の指示

基本計画の決定

着 工

建設の指示

整備計画の決定

営業主体、建設主体の指名

工事実施計画の申請・認可

新幹線鉄道の建設手順
（全国新幹線鉄道整備法）

残り４項目調査報告

環境影響評価（東京都・名古屋市間）

平成 2年～

平成20年10月

平成21年12月

平成22年 2月24日(諮問)交通政策審議会へ諮問・答申
平成23年 5月12日(答申)

平成23年 5月20日

平成23年 5月26日

平成23年 5月27日

供給輸送力等
施設・車両の技術開発
建設の費用
その他必要な事項

計画段階環境配慮書

環境影響評価方法書

環境影響評価準備書

環境影響評価書

調査・予測・評価

平成23年 6月7日

平成23年9月27日

基本計画線に決定昭和48年

平成25年9月20日

(平成26年4月23日国土交通大臣へ評価書送付)



手続きの状況 
１（１）中央新幹線の現状 

全国新幹線鉄道整備法 大深度地下使用法環境影響評価法

建設の指示

大深度地下使用
申請・認可

(H23.5)

「事前の事業間調整」

概要のご説明
（H25.1幹事会）

現地調査、調整等

工事

公告：H26.3.17
縦覧：H26.3.17～

H26.4.15

工事実施計画
申請・認可

事業概要書の送付

幹事会

幹事会

(H26.8)

(H26.3)

計画段階環境配慮書

環境影響評価方法書

環境影響評価準備書

環境影響評価書

(H23.6)

(H23.9)

(H25.9)

調査・予測・評価

環境影響評価

国土交通大臣へ評価書送付

国土交通大臣の意見

補正した評価書の送付等

(H26.4.23)

(H26.7.18)



  ２．事業間調整状況 

  （１）事前の事業間調整手続き 
 
  （２）事業間調整状況 
 
  （３）今後の手続きの流れ 



事前の事業間調整手続き（法第１２条） 

事業概要書の送付 H26.3.14（金） 

事業概要書の公告 H26.3.17（月） 

事業概要書の縦覧満了日 H26.4.15（火） 

区市役所、当社環境保全事務所 
にて3/17～4/15までの間縦覧 

 ・対象 
  大深度地下使用法第４条に定める事業者 

 ・調整の申出 
  事業の共同化、事業区域の調整その他事業の 
  施行に関し必要な調整についての申出 

２（１）事前の事業間調整手続き 

事業概要書の縦覧 

国土交通大臣へ送付 

官報へ公告 

◎事業間調整の申出 

※事業概要書の説明会（任意） 
    東京都（4/21）、神奈川県（4/22）、愛知県（4/22）で開催 



◎申出数：４件 
 
 

◎申出があった事業者 
① 川崎市 

② 東京急行電鉄株式会社 
  

③神奈川県企業庁 

④ 名古屋高速道路公社  

調整の申出 
２（２）事業間調整状況 



○川崎縦貫鉄道線整備事業との事業区域の近接に伴う調整 
 
（事業概要） 
 

    名   称  川崎縦貫鉄道線（初期整備区間） 
 

    事業区間  新百合ヶ丘～武蔵小杉 
 

    事業種別  第１種鉄道事業 
 

    事業主体  川崎市 
 

    事業概要  新百合ヶ丘から川崎までの地下鉄を建設する
計画であり、その内、初期整備区間として、新百
合ヶ丘から武蔵小杉までの約16.8kmについて
先行して整備するもの 

調整の申出の概要 ①川崎市 
２（２）事業間調整状況 



・東急所有用地と交差または近接する全箇所における、東急既存施
設及び計画施設と中央新幹線の詳細な位置関係等の提示の依頼 

 
・大井町線の延伸計画について、関係事業者である川崎市も含めた
調整の依頼 

 
・東急所有用地内の計画である大井町線の延伸計画との交差によっ
て将来必要となる安全確保のための対応については、ＪＲ東海の負
担とすること 

 
・大深度法の基本方針及び趣旨に則り、使用認可申請書提出までに、
事業間調整において、しっかりと丁寧な誠意ある対応を求めること 

調整の申出の概要 ②東京急行電鉄株式会社 
２（２）事業間調整状況 



調整の申出の概要 ③神奈川県企業庁 

○既存の柿生発電所との事業区域の近接に伴う調整（建設工事中
の振動や掘削による施設への影響、完成後の電磁誘導などによ
る発電設備への影響） 

 
（施設概要）     

２（２）事業間調整状況 

非常口
非常口非常口

柿生発電所

約1.7km

1km



神奈川県企業庁への回答 

１．中央新幹線建設工事中の振動や掘削による施設への影響 
 
 ・当社が実施した環境影響評価では、工事中の振動は、非常口

の工事範囲境界部にて約６３ｄＢですので、工事ヤードから約
２，０００ｍ以上離れている当該施設には影響はありません。 

  
２．中央新幹線完成後の電磁誘導などによる発電設備への影響 
 
 ・山梨リニア実験線での実測では、地下走行時の磁界の測定値
は、軌道の直上４５ｍのところで０．０００１５ｍＴ（地磁気の大き
さは約０．０４ｍＴ）であることから、線路中心から約１，７００ｍ以
上離れている当該施設では影響はありません。 

 

２（２）事業間調整状況 

※測定値と理論値（0.0001mT）の差は、既存の送電線等による環境磁界の影響 



大深度地下使用法手続きの流れ 

事前の事業間調整 
• 計画の概要や、概ねの事業区域を記載した「事業概要書」を公告・縦覧  
等し、大深度法の対象となる事業者（道路、河川、鉄道など公共の利益  
となる事業）を対象に、事業の共同化や事業区域の調整等の申出を募集。 

• 調整の申出があれば事業者との調整 

• 地質調査、物件(井戸)調査 
• 関係機関との調整 

大深度地下使用の認可申請 

認可庁（国土交通省）による審査 
 申請書の公告・縦覧、利害関係人の意見書提出、 
 関係行政機関の意見の聴取等 

大深度地下使用の認可（使用権の設定） 

（現地調査等） 

（審査等） 

２（３）今後の手続きの流れ 



  ３．環境影響評価の概要 
 
 

Ⅰ 首都圏の施設・設備の概要 
 
Ⅱ 環境影響評価の結果等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ スケジュール  
 
   

  （１）大気環境 
    ①大深度地下トンネル走行時の騒音 
    ②大深度地下トンネル走行時の振動 
  （２）水環境 
    ③地下水（水位） 
  （３）土壌環境 
    ④地盤沈下 
  （４）その他 
    ⑤磁界 

※平成26年4月に国土交通大臣へ送付した環境影響評価書の概要です。 



駅 

非常口（都市部） 

町田市 

港区 

品川区 

世田谷区 

大田区 
図師小野路 
歴史環境保全地域 

非常口（都市部） 

非常口（都市部） 

非常口（都市部） 

非常口（都市部） 

事業区域（東京都品川区～町田市） 

計画路線（トンネル部） 

川崎市 

 首都圏（東京都ターミナル駅～神奈川県駅） 

変電施設 

３Ⅰ施設・設備概要 



東京都ターミナル駅の概要 
３Ⅰ施設・設備概要 

• 敷地として延長約1km、最大幅約60m、面積約3.5haを想定 



• 敷地として延長約1km、最大幅約50m、面積約3.5haを想定 

ホーム ホーム 

神奈川県駅の概要 
３Ⅰ施設・設備概要 



密閉式シールド機

セグメント

地下水は流入しない.

都市トンネルの概要 
３Ⅰ施設・設備概要 

• 主にシールド工法を採用します。シールド工法は、機械でトンネ
ルを掘る工法で、都市部などで一般的に採用される工法です。 

• シールドトンネルは、密閉式のシールド機を使用し、工事中、および
完成時においても地下水をトンネル内に流入させない構造です。 
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非常口（都市部）の概要 
３Ⅰ施設・設備概要 

①昇降設備（階段・エレベータ） 
 

②換気設備（ファン） 
 

③消音設備 
 

④微気圧波対応設備（多孔板） 
 

⑤開閉設備 



大深度地下トンネル走行時の騒音の影響 

３Ⅱ（１）大気環境 
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非常口 設備イメージ

開状態 遮断状態

通常時 列車通過時
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開閉設備の開閉状況

• 地上では、地下トンネルの走行に伴う騒音の影響
はありません。

◎地下トンネルからの騒音

◎非常口からの騒音

• 列車が通過する前に、⑤開閉設備を遮断状態とし、
さらに③消音設備および④微気圧波対応設備（多
孔板）により列車通過時の騒音が低減されるため、
非常口の外において騒音の影響はありません。



地表での最大振動値 

土被り 振動レベル(dB) 

7m 48 
10m 46 

・山梨リニア実験線（高川トンネル）の測定値（４両編成） 
  

7～
10

m
 

振動の基準値※（70dB）を大きく下回り、振動の影響はありません 
※環境保全上緊急を要する新幹線振動対策について（勧告、抜粋） 
                    （昭和51年3月12日、環大特大32号） 

・予測値（１６両編成） 

土被り 振動レベル(dB) 

7m 47 
10m 45 

地表での最大振動値 

大深度地下トンネル走行時の振動の影響 

３Ⅱ（１）大気環境 



◎都市トンネルの工事による影響 

 ・都市トンネルはシールド工法により施工します。シールド工法に
おいて、漏水が生じることはほとんどなく、地下水の水位への影
響はないものと考えています。 

 

◎トンネルの存在による影響 

 ・都市トンネルの標準的な断面の外径は約14ｍであり、これまで

の文献及び地質調査から想定される帯水層の広がりに対して
小さいことから、地下水への影響は小さいです。 

 

◎鉄道施設（地下駅、非常口等）の工事及び存在による影響 

 ・三次元浸透流解析により予測を行い、影響が小さいことを確認
しています。 

地下水（水位）の影響 
３Ⅱ（２）水環境 



三次元浸透流解析結果（東京区部） 
３Ⅱ（２）水環境 

(拡大図)

単位:m

(拡大図) (拡大図)

解析範囲

単位:m 単位:m 

最大変位量 
上昇：約0.47ｍ 
低下：約0.40ｍ 

最大変位量 
上昇：約0.08ｍ 
低下：約0.07ｍ 

最大変位量 
上昇：約0.15ｍ 
低下：約0.13ｍ 



◎都市トンネル工事 
 ・地下水の水位への影響がほとんどなく、シールド工法で施工する

ことから、地盤沈下（変位）の影響はないと考えています。 

 

◎地下駅工事 
 ・東京都ターミナル駅においては、地下水位低下により増加する有

効土被り圧は、圧密降伏応力を下回る過圧密状態にあり、理論
式による予測結果からも地盤沈下はほとんど生じず、地盤沈下
の影響はありません。 

 ・神奈川県駅は、地下駅周辺の地下水位以下に圧密沈下が生じ
るおそれのある粘土層が存在しないため、地盤沈下への影響は
ないと考えています。 

地盤沈下の影響 
３Ⅱ（３）土壌環境 



地盤沈下について 
３Ⅱ（３）土壌環境 

圧密降伏応力 

・有効土被り圧 
  上に堆積している土の自重により受
ける応力で、地下水位以下では水の
浮力分を引いた応力※。 

 

・圧密降伏応力 
  その粘土が過去に受けたことのあ
る最大の応力※ 。 

 

・過圧密 
  現在受けている応力が、圧密降伏
応力より小さく、圧密降伏応力を超え
るまでは、圧縮性が小さい。 

 

・正規圧密 
  現在受けている応力が、過去を含
め最大であり、少しでも応力が増加す
ると圧密沈下を始める。 

※値は現地で採取した試料から土質試験により求める。 

有効土被り圧 
（応力） 

体積比（変位を表わす値） 

正規圧密 

地下水位低下により 
増加する有効土被り圧 
 

過圧密 

現在 
地下水位
低下後 

地
下
水
位
低
下
に
よ
る 

地
盤
沈
下
＝
小
さ
い 

地盤沈下の概念図 



• 磁界は距離の3乗に反比例して減衰します。 
• 例えば、トンネルの深さが40mの場合における地表での磁界は、 

0. 0001mT(0.1μT)程度です。 
 これは、最大でも国の基準であるICNIRPガイドライン※の約１万分
の１をさらに下回るものであり、全く問題ありません。 

大深度地下区間での地表の磁界の影響 

３Ⅱ（４）その他 

磁界の
強さ

車両からの距離

地表

40m 磁界は距離の3乗に
反比例して減衰

磁界の減衰イメージ
0

  ※ICNIRPガイドライン 1.22mT（時速500km走行時) 

                 400mT（停車時） 
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1.22mT ガイドラインの１万分の１以下 

  ：停車時         （深さ40ｍ） 

  ：時速500km （深さ40ｍ） 
ガイドラインの 
400万分の１ 

大深度地下区間での磁界はガイドラインをはるかに下回ります 

３Ⅱ（４）その他 



スケジュール（イメージ） 
３Ⅲスケジュール 
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